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１．調査目的 

 

各国の政府は、より豊かで安定した社会を実現す

るため、運輸分野における安全•安心の向上に取り

組んでいる。その取組みは、持観可能な開発目標 

(SDGs) にも規定（例：SDGs No.3、No.9、No.11) さ

れている。また、運輸分野における安全・安心の確

保は、公共交通の基本的な使命であり、新型コロナ

感染症（COVID-19）による影響を公共交通が大きく

受けている中、その継続や取組みの強化が一層重要

なものとなっている。しかしながら、東南アジア・

南アジア（以下、「アセアン・インド地域」という。）

の運輸分野における安全・安心に関する情報は、充

分に把握されていない状況にある。 

本調査の目的は、アセアン・インド地域の 8 か国

（タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、ラオス、カンボジア、インド）を対象に

海上・水上輸送、陸上輸送（鉄道、道路交通）、航空

輸送の各分野に関して、安全（安全対策、事故防止

等）と安心（バリアフリー、アクセシビリティの向

上等）をテーマに、関連する調査及び事例集の提供

を通して、社会生活を支える運輸分野のサービスレ

ベル向上への示唆を得るとともに、生活水準の向上

や人的・物的な損失の削減に資することである。具

体的には、アセアン・インド地域の運輸分野におけ

る安全・安心に関する取組実態の調査や課題特定の

ための調査を行い、現状の把握や課題の特定を行う

とともに、事例集を取りまとめるものである。それ

らを基に次年度において関係者と改善策等の検討

を行うこととしている。 

 

２．調査内容及び結果 

 

(1) 運輸分野の安全 

 

① 規制組織の現状 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、ラオスの 6 か国については、運輸省（又

はそれに類する省庁）が、全分野の規制当局として

の役割を有していた。一方、インドでは単独の規制

省庁が存在しておらず、分野ごとに規制省庁が分か

れていた。なお、カンボジアでは、公共事業運輸省

が道路交通と航空に係る規制当局となっているが、

海上・水上輸送及び鉄道に係る規制当局は確認でき

なかった。 

インドネシア、ベトナム、カンボジアの 3 か国に

ついては、規制省庁が担当する各分野の安全対策と

は別に、運輸分野の安全の問題を独立して担当する

組織が存在していることが分かった（ただし、カン

ボジアは道路問題のみを扱っている。）。 

 

②統計情報 

調査対象の 8 か国においては、道路交通の事故件

数が非常に多い状況であった。海上・水上輸送の事

故件数はフィリピンやマレーシアで多く、フィリピ

ンでは死者数が 200 人を超える年もあった。 

鉄道事故については、タイ、ベトナム、インドに

おいて、過去 5 年間の年間平均死者数が 80 人以上

と他国よりも多かったが、マレーシア及びインドネ

シアにおいては、30 人未満と少なかった。また、航

空事故については、年間平均の事故件数が概ね 10件

以下と少ないが、フィリピンやインドなど、一部の

国においては、重大事故により多くの死者数を記録

している年もある。 

 

③法・制度・政策 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、インドの 6 か国においては、海上・水上
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輸送、道路輸送、鉄道輸送、航空輸送のいずれにお

いても、安全に関する法制度やガイドラインが既に

制定されていた。また、ラオスとカンボジアにおい

ては、海上・水上輸送分野における安全に関する法

制度やガイドラインが部分的にしか整備されてお

らず、また、カンボジアにおいては鉄道分野におけ

る法制度やガイドラインが部分的にしか整備され

ていない状況であった。 

 

④課題・懸念事項 

施設面では、鉄道分野において、列車の交換部品

のメンテナンスが適切に行われていないために、脱

線事故につながっていることが分かった。また、海

上・水上輸送分野でも同様に、小規模の民間事業者

では、機材に対する投資が十分でなく、結果として

事故が頻繁に発生していることが分かった。 

運用面では、道路分野において、道路管理が複数

の機関によって行われていることに起因して、統合

的な対策の実施が難しいことや、維持管理に必要な

データ収集が効率的にできていないことが課題と

して挙げられた。 

組織・人材面では、事故の削減に向けた行政指導

の徹底や、規制側の取締り人員の不足、また各事業

者における危険な運転操作の抑制や安全意識の向

上のための社員教育の必要性が課題として挙げら

れた。 

法制度・基準面では、制度やガイドライン等が十

分に整っていない点や、定期的な更新の必要性が課

題であることが分かった。また、複数の管轄機関に

跨る統合的な計画策定の必要性や、海事・航空分野

において、各国の制度が国際基準に合わない点があ

るなどの課題も挙げられた。 

 

⑤ ニーズ・将来の展望 

全体として、本調査に関する継続的な結果の共有

やウェビナー開催等についての要望が挙げられた。

また、法制度や人材育成、技術改良等に関して、日

本の事例共有や事故防止のための助言についての

要望が挙げられた。 

 

(2) 運輸分野の安心 

 

① 法・制度・政策 

タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、インドの 6 か国では、海上・水上輸送、

道路輸送、鉄道輸送、航空輸送のいずれにおいても、

安心に関する法制度やガイドラインが制定済であ

った。一方、ベトナムについては、道路の交通安心

に関して運行面での法制度は整っているものの、施

設に関する法制度が整っていないことが分かった。 

カンボジアでは、航空分野においては安心に関す

る法制度が確認できたものの、海上・水上輸送、鉄

道、陸上輸送の 3 分野において法制度が整っていな

いことが分かった。また、ラオスでは安心に関する

法制度が整っていないことも分かった。 

 

②課題・懸念事項 

施設面では、新規に整備される施設（ターミナル、

駅、乗り物等）のバリアフリー化の対応のみならず、

既存施設へのバリアフリー設備の導入についても、

課題があることが分かった。 

運営面では、スタッフに対するユニバーサルデザ

インへの意識向上等の必要性が挙げられた。 

法制度・基準面では、バリアフリーに関する制度

やガイドライン等の更新の必要性が挙げられた。 

 

③ニーズ・将来の展望 

本調査に関する継続的な結果の共有やウェビナ

ーの開催等についての要望が挙げられた。また、駅

をはじめとする施設へのユニバーサルデザインの

導入やそのためのマニュアルの作成に対する技術

的、専門的な支援の要望が挙げられた。 

 

３．総括 

 

 2021 年度に実施した本調査を通じて、対象国にお

ける運輸分野の安全・安心に関する取組みの現状を

把握するとともに、課題の抽出を行うことができた。

本調査は、2021 年 10 月から 2022 年 2 月の約 5 か月

間に対象国 8 か国で 40 回の会議、面談及びヒアリ

ングを実施した。COVID-19 のためほとんどがオンラ

インベースとなったが、そのうちの 6 回は対面での

面談を行った。また、各国における現状や課題につ

いての事実関係や背景事情の共有を通じ、アセア

ン・インド地域における安全・安心に関する現状と

課題を整理するとともに、関係国との間で共通理解

を深めるための意見交換会を、2022 年 3 月 4 日にオ

ンラインにて開催した。 

  本調査を受け、2022 年度には、運輸分野に関す

る安全・安心に関する課題に対しての改善策を検

討するとともに、それらの成果を公表するための

イベントを開催し、アセアン・インド地域の関係

国における安全・安心の向上のための機運を醸成

することとしている。こうした活動を通じ、アセ

アン・インド地域における運輸分野の安全・安心

の向上を図り、公共交通の発展や各国の経済や福

祉の向上に貢献していく所存である。  
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